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メンタルヘルスカウンセリング事業に係る公募型プロポーザル参加募集要項 

 

１ 趣旨 

この要項は、京都市職員共済組合メンタルヘルスカウンセリング事業委託候補者選定委員会（以下

「選定委員会」という。）が行う、メンタルヘルスカウンセリング事業の委託先の選定に関し、必要な

事項を定める。 

 

２ 業務内容 

別添「メンタルヘルスカウンセリング事業委託仕様書」のとおり 

 

３ 契約期間 

契約締結日から令和１０年３月３１日まで 

 

４ 履行期間 

  令和７年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

 

５ 事務局 

本プロポーザルに係る庶務等の事務手続きを行うため、京都市職員共済組合事務局に事務局を設置

する。 

（１）住所 〒604－8571 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町 488番地 

（２）電話 ０７５－２２２－３２３９ 

（３）メールアドレス kyosai@city.kyoto.lg.jp 

（４）担当者 石橋、中村 

 

６ 委託上限金額 

４，３００，０００円（税込）／年 

 

７ 参加資格要件 

次の要件をすべて満たすこと。 

 （１）京都市契約事務規則第４条第２項に規定する一般競争入札有資格者名簿又は同規則第２２条第

２項に規定する指名競争入札有資格者名簿に登載されている者。なお、競争入札有資格者名簿に

登載されていない場合であっても、京都市競争入札等取扱要綱第２条第１項各号に掲げる資格を

有する者である場合は、競争入札参加有資格者とみなす。 

 （２）公募開始日から選定結果の通知の日までの期間に、京都市競争入札取扱要綱に基づく競争入札

参加停止の措置を受けていないこと。 

（３） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者でないこと。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律７７号）第３条又は第４条の

規程に基づき都道府県公安委員会が指定した暴力団等の構成員を、役員、代理人、支配人その他

の使用人又は入札代理人として使用していない者。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更正手続開始の申立がなされている者又は
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民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続き開始の申立がなされている者でな

いこと等、経営状態が著しく不健全であるものでないこと。ただし、会社更生法にあっては更生

手続開始の決定、民事再生法にあっては再生手続開始の決定を受けている者を除くものとする。 

（６）メンタルヘルスカウンセリング事業を請け負った実績を有すること。 

（７）プライバシーマーク又はＩＳＯ／ＩＥＣ ２７００１の認証を取得していること。 

 

８ スケジュール 

公募案内の公表 令和６年１２月３日（火） 

募集要項等に関する質問期間 令和６年１２月３日（火）～６日（金）午後５時まで 

質問に対する回答掲載 令和６年１２月１０日（火）午後５時までに 

公式ホームページ上で回答 

企画提案書等の提出 令和６年１２月１６日（月）午後５時まで 

プレゼンテーション及び 

ヒアリングの実施 

令和６年１２月１８日（水）～令和６年１２月２０日（金） 

審査結果通知 令和６年１２月２５日（水） 

 

９ 質問及び回答 

（１）質問方法 

質問書（様式１）を電子メールに添付し、事務局宛に送信したうえで、着信確認の電話連絡をす

ること。 

（２）受付期間 

前述「８ スケジュール」のとおり 

（３）回答方法 

当共済組合のホームページ上で全ての質問内容及び回答を掲載する。なお、事業者が特定できる

ような内容の場合は非公開として、質問書（様式１）に記載のメールアドレスに個別に回答する。 

（４）その他 

ア 指定の様式によらない質問書や受付期間を過ぎた質問書は受け付けない。 

イ 質問書の内容に不明な点等がある場合は、質問者に対して事務局から電話等で確認を行う。 

 

１０ 企画提案書等の提出 

（１）提出書類及び部数 

ア 企画提案書（正本）１部 

イ 企画提案書（副本）７部 

ウ 見積書（正本）１部 

エ 見積書（副本）７部 

オ 会社の事業概要がわかる会社案内等の資料 ７部 

カ プライバシーマーク又はＩＳＯ／ＩＥＣ ２７００１の認証取得を証する書類の写し １部 

（２）企画提案書作成の留意点 

別記「企画提案書作成要領」に基づくものであること。 
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（３）見積書作成の留意点 

 宛名は「京都市職員共済組合理事長」とすること。見積金額は単年度の税込金額を記載すること。 

（４）提出期限 

前述「８ スケジュール」のとおり 

（５）提出場所 

  事務局と同じ 

（６）提出方法 

持参又は郵送により提出すること。ただし、郵送の場合においては、送達が証明できる書留等に

よること。 

（７）複数提案の制限 

１事業所が本業務に対して複数の提案をすることは認めない。 

 

１１ プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

（１）実施日時 

令和６年１２月１８日（水）～２０日（金）のいずれか１日 

 （２）実施場所 

    京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町 488番地 京都市役所内会議室（予定） 

（３）時間配分 

各提案者概ね３０分（プレゼンテーション２０分、質疑応答１０分） 

（４）出席者の人数 

１提案者につき３名まで 

（５）プレゼンテーションの実施方法 

ア プレゼンテーションは、非公開で行う。 

イ 提案者は、選定委員会の委員に対して事務局の指定した時刻から、提出した企画提案書の提

案内容について説明する。 

なお、企画提案項目のすべてについて説明する必要はないため、実施時間を考慮して行うこ

と。 

ウ プレゼンテーションは、予め提出した企画提案書により、本業務の中心的な役割を担う担当

者が実施すること。 

エ 選定委員会の委員は、提案者の提案について質疑を行う。 

なお、選定委員会の委員以外の者は、提案者に対し質問は行わない。 

オ 提案者は、選定委員会の委員からの質疑に対し、回答を行う。 

（６）留意事項 

ア 災害や交通機関の事故等、やむを得ないと判断される正当な事由がなく、指定時間に遅れた

場合は、失格とする。 

イ 説明に際して、プロジェクター等の機器を用いて企画提案書の表現を捕捉する説明をするこ

とができる。その際、使用する機器は提案者において用意し、事務局は電源のみ提供する。 

なお、機器を使用する場合は、事前に事務局に申し出ること。 

ウ 当日のプレゼンテーションでは、提出した企画提案書以外の内容についてのプレゼンテーシ

ョンを行ってはならない。 
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１２ 選定方法 

（１）受託候補者の選定・審査方法 

提出された企画提案書による審査（以下「書類審査」という。）とプレゼンテーション・ヒアリン

グの結果を総合的に評価し、最もふさわしい一者を選択する。 

選定委員会の各委員における審査項目ごとの点数の合計を評価点（１００点満点とする。）とし、

選定委員会のすべての委員の評価点を平均した点数が最も高い者を受託候補者として選定する。選

定委員会のすべての委員の評価点を平均した点数が同じとなった者が複数の場合は、選定委員会の

委員の合議により順位を決定し、選定する。 

なお、提案者が一者の場合、選定委員会のすべての委員の評価点を平均した点数が５０点以上で

あれば、受託候補者として選定する。 

（２）審査結果通知 

電話若しくは電子メールにて令和６年１２月２５日（水）までに通知する。 

 

１３ 契約の締結 

受託候補者として決定された者は、メンタルヘルスカウンセリング事業に関わる契約書を京都市

職員共済組合と締結する。 

業務内容の詳細については、審査結果通知後、受託候補者と再調整をしたうえで決定する。 

なお、調整が不調となった場合は、選定委員会のすべての委員の評価点を平均した点数の順位が

２番目の提案者と調整を行う。 

 

１４ 提案の無効に関する事項 

次の各号の一に該当するときは、その者の提案は無効とする。 

（１）提出物に虚偽の記載があるとき。 

（２）別記「企画提案書作成要領」に適合しないとき。 

（３）所定の日時及び場所に企画提案書を提出しないとき。 

（４）受託候補者の選定時点において本要項「７ 参加資格要件」に掲げる要件を満たさない者が提

案したとき。 

（５）２件以上の提案をしたとき。 

（６）自己のほか、他の代表者を兼ねて提案したとき。 

（７）提案に関して談合等の不正行為があったとき。 

（８）その他、当組合が指示した事項及び本提案に関する条件に違反したとき。 

 

１５ その他 

（１）この事業に応募するために要する費用は、すべて参加者の負担とする。 

（２）提案書類の言語は日本語を用いることとし、通貨は日本円とする。 

（３）提出された書類は返却しない。 

（４）提出された書類及び電子データは、選定に伴う作業等に必要な範囲において、複製を作成する

ことがある。 

（５）提案募集に参加する者は、受託候補者決定後において、本要項等の内容について、不明又は錯
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誤等を理由に異議を申し立てることはできない。 

（６）提出された提案書の著作権は、提案の採否に係らず、提案書を提出した事業者に帰属する。た

だし、当組合が公表等に必要と判断した場合は無償で使用及び修正する権利を持つものとし、提

案書を提出した事業者は著作者人格権を主張しないものとする。 

 


